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改 正 後 改 正 前 改正理由

(目 的)

第 1条  【略】

(定義 )

第 2条

(1)～ (5)【略】

(6)個 人番号 行政手続における特定

(目 的)

第 1条  【略】

(定義)

第 2条

(1)～ (5) 【略】 【改正理由 (第 2条関係)】

番号法に用いる「個人番号」「特定個人番号」
「情報提供等記録」「保有特定個人情報」を

新たに定義するもの。

・個人番号とは、国民 1人ひとりに付番され

る12桁の番号。
・特定個人情報とは、個人番号を内容に含む

個人情報。

・情報提供等記録とは、どの機関の間で、ど

の特定個人情報の項目がやりとりされたか

などを記録したもの。

の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律 (平成25年法律第 2

7号。以下「番号法」という。)第 2

条第 5項に規定する個人番号をいう。

(7)特 定個人情報 番号法第 2条第

8項に規定する特定個人情報をいう。

(8)情 報提供等記録 番号法第 23

条第1項及び第 2項Ω規定|三より記

録された特定個人情報をいう。

(9)保 有特定個人情報 実施機関の

職員が職務上作成し、又は取得した特
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第 8条  【略】

(委託等に伴う措置)

第 9条  【略】

(受託者等の責務)

第10条  【略】

(保有個人情報の目的外利用及び外部

提供の制限)

第 11条 実施機関は、法令等に基づく場
合を除き、利用目的以外の目的のために保

有個人情報 (保有特定個人情報を除く。以

下この条において同じ。)を 自ら利用し、

又は当該実施機関以外の者に提供しては

ならない。

2～ 3【略】

(保有特定個人情報の目的外利用の制限)

第11条の2 実施機関は、利用目的以外の

目的のために保有特定個人情報 (情報提

く。以下この条におい

第 8条  【略】

(委託等に伴う措置)

第 9条  【略】

(受託者等の責務)

第10条  【略】

(目 的外利用及び外部提供の制限)

第11条 実施機関は、法令等に基づく場合を

除き、利用目的以外の目的のために保有個

人情報を自ら利用し、又は当該実施機関以

外の者に提供してはならない。

2～ 3 【略】

【改正理由 (第 11条関係)】

保有個人情報と特定個人情報との目的外利

用及び外部提供を明確にするため改正する

もの。
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(保有特定個人情報の外部提供の制限 )

第11条の4 実施機関は、番号法第 19条

各号のいずれかに該当する場合を除き、

特定個人情報を提供してはならない。

(オンライン結合の制限)

第12条  【略】
(オンライン結合の制限)

第12条  【略】

【改正理由 (第 11条の 3関係)】
番号法において情報提供等記録については

目的外の利用を禁止されていることから条

例において同様の内容を規定するもの。

【改正理由 (第 11条の4関係)】
番号法第 19条において特定個人情報を提
供することができる場合を規定しているこ

とから条例においても同様の内容を規定す

るもの。

【改正理由 (第 13条第 2項、第 14条、第
15条 )】

番号法において、保有特定個人情報の開示請

求者について、本人、法定代理人に加えて任

意代理人を認めていることから条例におい

(開示の請求)

第13条  【略】
(開示の請求)

第13条  【略】
2 未成年者又は成年被後見人の法定代 12 未成年者又は成年被後見人の法定代理
理人 (保有特定個人情報にあっては、未

1人は、本人に代わつて開示請求をすることが

成年者若 しくは成年被後見人の法定代
|できる。

理人又は本人の委任による代理人)は、

本人に代わって開示請求をすることが

できる。
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代理人)が本人に代わつて開示請求を

する場合にあっては、当該本人をい

う。次号及び第 4号並びに次条第 2項

において同じ。)の生命、身体又は財

産を害するおそれがある情報

(3)～ (8) 【略】

(部分開示)

第16条  【略】

(存否に関する情報)

第16条の2 【略】

(開示請求に対する決定等)

第17条  【略】

(開示の実施)

第18条  【略】

て同じ。)の生命、身体又は財産を害す

るおそれがある情報

(3)～ (8) 【略】

(部分開示)

第16条  【略】

(存否に関する情報)

第16条の2 【略】

(開示請求に対する決定等)

第17条  【略】

(開示の実施)

第18条  【略】

(訂正、削除及び中止の請求)

第19条 何人も、実施機関が保有する自己に

に申請等の行政手続を委任することができ

れば国民の利便性が図られるため、さらに

は、特定個人情報は、社会保障、税、災害対

策の分野で用いられるため、情報が不正確な

場合、本人に多大な不利益を及ぼすおそれが

大きく、本人が正確性を確認する必要性が高

いため任意代理を認めたものである。
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(訂正請求の手続 )

第20条 訂正の請求 (以下「訂正請求」と

いう。)を しようとする者は、実施機関に

対し、次に掲げる事項を記載した訂正請求

書を提出しなければならない。

(1)訂正請求をしようとする者の氏名及

び住所

(2)訂正請求をしようとする者の個人情

報を特定するために必要な事項

(3)訂正を求める内容

(4)前 3号に掲げるもののほか、実施機

関が定める事項

2 訂正請求をしようとする者は、実施機

関に対し、当該訂正を求める内容が事実

「訂正等」という。)の請求について準用

する。

(訂正等請求の手続 )

第20条 訂正等の請求 (以下「訂正等請求」

という。)を しようとする者は、実施機関

に対し、次に掲げる事項を記載した訂正等

請求書を提出しなければならない。

(1)訂 正等請求をしようとする者の氏

名及び住所  ・

(2)訂 正等請求をしようとする者の個

人情報を特定するために必要な事項

(3)訂 正等を求める内容

(4)前 3号に掲げるもののほか、実施機

関が定める事項

2 訂正請求をしようとする者は、実施機関

に対し、当該訂正を求める内容が事実に合

致することを証明する書類等を提出し、又

【趣旨 (第 20条関係)】

本条は、保有個人情報の訂正について具体的

な請求手続を定めたもの。
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(訂正請求に対する決定及び通知 ) (訂正等請求に対する決定及び通知 )

第21条 実施機関は、訂正等請求があったと

きは、当該訂正等請求のあった日から起算

して30日 (当該訂正等請求が形式上の要件

に適合しない場合において、当該訂正等請

求に対して補正を求めたときは、当該補正

に要した期間を除く。)以内に、必要な調

査を行い、当該訂正等請求に係る保有個人

情報の訂正等をするかどうかの決定をし、

当該決定の内容を当該訂正等請求をした

者 (以下「訂正等請求者」という。)に速

やかに書面により通知しなければならな

い 。

2 実施機関は、前項の規定により保有個人

情報の訂正等をする旨の決定をしたとき

は、速やかに当該訂正等に係る保有個人情

報の訂正等をした上、その旨を当該訂正等

請求者に書面により通知 しなければなら

【趣旨 (第 22条関係)】

本条は、保有個人情報の訂正請求に対し、訂

正する旨又は訂正しない旨の決定及びその

手続について定めたもの。

■
■
■
■
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ると認めるときは、総務大臣及び番号法

第 19条第 7号に規定する情報照会者

又は情報提供者 (当該訂正に係る番号法

第 23条第 1項及び第 2項に規定する

記録に記録された者であつて、当該実施

機関の長以外のものに限る。)に対し、

遅滞なく、その旨を書面により通知する

ものとする。

するもの。

(利用停止請求権 )

第25条 何人も、自己を本人とする保有個

人情報 (保有特定個人情報を除く。以下

この項において同じ。)が次の各号のい

ずれかに該当すると認めるときは、この

条例の定めるところにより、当該保有個

人情報を保有する実施機関に対し、当該

各号に定める措置を請求 (以下「利用停

【改正理由 (第 25条、第 27条～第 29条

関係)

・行政機関個人情報保護法に利用停止に関す

る規定が定められていること。

・番号法において、特定個人情報の利用停止

が規定されたこと。

以上のことから新たに規定するもの。

【趣旨 (第 25条関係)】

本条は、実施機関における個人情報の適切ないう6)す るこ
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【趣旨 (第 26条関係)】
本条は、保有特定個人情報については、番号

法に違反する行為について利用停止請求を

認めるものとしていることから番号法と同

様の内容を規定する。

1項か
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(利用停止請求の手続 )

第27条 利用停止請求をする者は、次に掲

げる事項を記載 した利用停止請求書を

提出しなければならない。

(1)利用停止請求をしようとする者の氏

名及び住所

(2)利用停止請求に係る保有個人情報の

開示を受けた日その他当該保有個人情報

を特定するために必要な事項

(3)前 2号に掲げるもののほか、実施機

関が定める事項

2 第 14条第 2項の規定は、利用停止請

求について準用する。

(保有個人情報の利用停止義務)

第28条 実施機関は、利用停止請求があつ

た場合において、当該利用停止請求に理

【趣旨 (第 27条関係)】

本条は、保有個人情報の利用停止についての

具体的な請求方法を定めるもの。

【趣旨 (第 28条関係)】

本条は、実施機関が利用停止請求があった場
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(費用負担)

第30条 開示及び訂正等に係る手数料は、|(費用負担)

無料とする。ただし、第18条第1項の規 1第22条 開示及び訂正等に係る手数料は、無
定により自己に関する保有個人情報の 1 料とする。ただし、第18条第 1項の規定に |【開示手数料減免を規定しないことの考え

写しの交付を受ける者は、規則で定め登⊥_よ り自己に関する保有個人情報の写しの 1方 (第 30条甲係)】
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機関からの諮問事項及び実施機関の諮

間に応じて個人情報保護制度に係る重

要な事項の審議並びに番号法第 27条

の規定による特定個人情報保護評価に

係る点検を行わせるため、市長の附属機

関として南相馬市個人情報保護審査会

を置く。

(他の法令等との調整 )

第34条 _他の法令等の規定により、保有個

人情報 (保有特定個人韮室堕堕≦ュ上2

開示その他の請求ができる場合につい

ては、当該法令等の定めるところによ

る。

(適用除外 )

第35条  【略】

(運用状況の公表 )

第25条 第23条第 1項の規定による実施機

関からの諮問事項及び実施機関の諮問に

応じて個人情報保護制度に係る重要な事

項の審議を行わせるため、市長の附属機関

として南相馬市個人情報保護審査会を置

く。

【改正理由 (第 33条関係)】

番号法第 27条の規定に基づき、地方公共団

体においても、特定個人情報の保有に先立ち

十分な保護措置が講じられているか確認す

るため特定個人情報保護評価を行わなけれ

ばならない。この評価の点検を審査会の事務

とするため規定するもの。

(他の法令等との調整)

第26条 他の法令等の規定により、開示その

他の請求ができる場合については、当該法

令等の定めるところによる。

(適用除外)

第27条  【略】

【改正の理由 (第 34条関係 )】

番号法附則第 6条第 5項において、マイポー

タルによる開示を規定している。

現行条例では、他の法令等の規定により開示

請求があった場合については、当該法令の定

めにより開示等することとしているが、マイ

ポータルの開示はほぼ即時に開示がなされ

ることから、保有特定個人情報は本適用から

除外するもの。
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